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第 1 章 序 論 
1.1 研究の対象 
 図 1.1 に研究対象を示す。本研究で対象とするノンスチフナ形式Ｈ形断面柱梁接合部は，圧
延Ｈ形鋼からなる鉄骨造の柱に鉄骨造の梁を無補強で溶接接合する形式の柱梁接合部（図 1.1 

































害を受けて AISC（AMERICAN INSTITUTE OF STEEL CONSTRUCTION）は，緊急的かつ大幅
















価式が AISC「LRFD規準｣1.5) に示されている。これらの耐力評価式は， Graham らの実験的研
究 1.6) に基づき，これに修正を施して作成されたものである。しかし，柱にASTM 規格のＨ形
鋼を用いる場合を想定した定式化がなされており，この他のＨ形断面を用いる場合には評価精
度が低下することが指摘されている1.7,8) 。これに対し，森田らは柱ウェブの局部降伏が支配的
になる場合の耐力が 2 章に示す崩壊荷重 nPg で推定できることを明らかにしており 1.7) ，田川
らはこの崩壊機構に柱フランジの幅および板厚の影響を考慮した耐力評価式 1.9) を提案してい
る。また，田川らは柱フランジの局部曲げが支配的になる場合の耐力について， 2 章に示す崩




























 第 2 章は，ノンスチフナ形式の梁フランジ接合部を研究対象としている。 2.2 節では，単純
模型実験によって梁フランジ接合部の局所的な弾塑性挙動を調査している。 2.3 節では，単純
模型実験で確認された試験体の破壊状況を基に，梁フランジ接合部に複合型の新しい崩壊機構











けには日本建築学会「鋼構造接合部設計指針」の耐力評価式，欧州向けには Eurocode 3 の耐力
評価式に比べて高い評価精度を有していることをそれぞれ明らかにしている。 
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第 2 章 梁フランジ接合部の局部耐力 
2.1 はじめに 




















図 2.1  研究対象：梁フランジ接合部 









 上記を研究課題として，次の 2.2 節では，単純模型実験によってノンスチフナ形式の梁フラ
ンジ接合部の局所的な弾塑性挙動を調査している。 2.3 節では，単純模型実験で確認された試
験体の破壊状況を基に，梁フランジ接合部に複合型の新しい崩壊機構を仮定し，極限解析によ












 (1) 試験体 












が梁フランジの全断面降伏耐力を下回るように設計されている。 NO.1 および NO.3 は，ベン
チマークである NO.2 に対して柱ウェブの板厚のみを変化させている。 NO.4～NO.6 は，梁フ
ランジ接合部の局部耐力（全塑性耐力）が梁フランジの全断面降伏耐力をわずかに上回るよう
に設計されている。 NO.5 は，ベンチマークである NO.2 に対して梁フランジの断面寸法を変
化させたものであり， NO.4 および NO.6 は，それぞれ，柱ウェブの局部降伏が支配的になる
場合および梁フランジの局部降伏が支配的になる場合を想定している。 
 
表 2.1  試験体一覧 











BH-250×250× 9×19 PL-14×137 
NO.5 BH-250×250×14×14 PL-14×125 
NO.6 BH-250×250×19× 9 PL-14× 90 
  ※溶接組立Ｈ形断面柱はウェブとフランジを完全溶込み溶接する。 
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図 2.2a  単純模型実験のパイロット解析（変形図および相当塑性歪の等高線図） 
 
NO.1 NO.2 NO.3 
H-250×250×9×14 H-250×250×14×14 H-250×250×19×14 










   
 
NO.4 NO.5 NO.6 
H-250×250×9×19 H-250×250×14×14 H-250×250×19×9 
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図 2.2.1  NO.1 試験体 
 
図 2.2.2  NO.2 試験体 
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図 2.2.3  NO.3 試験体 
 
図 2.2.4  NO.4 試験体 
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図 2.2.5  NO.5 試験体 
 
図 2.3.6  NO.6 試験体 
 - 2.  8 - 
 
 
 (2) 素材の機械的性質 




表 2.2  使用鋼材の機械的性質 

















9.0 405 593 68 36 
PL-12 12.0 361 535 67 41 
PL-14 14.0 403 566 71 41 
PL-19 19.0 371 549 67 46 
  ※降伏強さは下降伏点とする。 
 











写真 2.1  試験体の溶接部 
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 (4) 載荷および計測方法 
 図 2.4 に実験方法を示し，実験状況を写真 2.2 に示す。実験は， 2000kN 万能試験機を用い
て行う。左右の梁フランジ先端に引張荷重 P を与え，左右の梁フランジの柱表面から 100㎜ の
位置にとった測定点間の相対変位を図中の変位計 d1～d4 によって計測する。本実験では，梁フ
ランジ接合部の変形指標として，試験体の全体変形 d および梁フランジ接合部の局部変形 u を


















1 4321  (2.1),(2.2) 
ここに， E ：ヤング係数（ 205000N/mm ）， bAf ：梁フランジの全断面積，Lb ：測定点間の片
側の梁フランジの長さである。bAf および Lb には試験体の実測値を用いる。 
Lb=100







図 2.4  載荷および計測方法 
 
  
写真 2.2  実験状況（2000kN 万能試験機） 
 




 (1) 荷重－変形関係 
 表 2.3 に実験結果の一覧を示し，図 2.5 に各試験体の荷重－全体変形関係および荷重－局部
変形関係を示す。表中の e K u は，荷重－局部変形関係の初期剛性を， e P1/3 は，荷重－局部変形
関係の接線剛性が初期剛性の 1/3 になる時の荷重を，  e Pu は， u が柱せいの 1.5 ％に達する時
の荷重を， e Pm は，実験最大耐力をそれぞれ表す。 e P1/3 および  e Pu は，それぞれ梁フランジ接
合部の降伏耐力および設計用の終局耐力の指標として定義したもので，  e Pu は，梁せいが柱幅
の 2 倍程度である場合に局部変形による梁端の回転角が1/75程度になることを想定したもので
ある。また，各図中には，崩壊荷重 J Pap （(2.21)式），降伏耐力 J Py （(2.30)式）および最大
耐力 J Pu （(2.31)式）および梁フランジの降伏耐力 B Pp の各計算値をあわせて示している。い
ずれの試験体も，実験最大耐力に達するまで，安定した荷重－局部変形関係が得られている。
各試験体は，接合部の局部降伏によって荷重－変形関係の剛性が低下した後，梁フランジが降
伏している。最終的に， NO.1～NO.3 は，接合部の局部破壊によって， NO.4～NO.6 は，梁フ
ランジの引張最大耐力に達してそれぞれ実験を終了している。実験結果の最大耐力と降伏耐力
との比率 e Pm/e P1/3 は 1.88～2.44 であり，いずれの試験体も，接合部が局部降伏した後に大
きな耐力上昇が得られている。 
 




剛性 耐力 変形 
破 壊 


























1370 440 743 971 2.20 0.39 21 
接合部 NO.2 1660 475 812 1147 2.41 0.36 28 
NO.3 2200 483 839 1176 2.44 0.28 28 
NO.4 1880 501 852 1093 2.18 0.35 18 
梁フランジ NO.5 2040 488 811 1003 2.06 0.30 18 
NO.6 2390 379 604 714 1.88 0.20 15 
1) e K u ： P-u 関係の初期剛性 
2) e P1/3：実験降伏耐力， P-u 関係の接線剛性が e Ku の 1/3 になる時の荷重とする。 
3)e P u ：実験終局耐力耐力， u が柱せいの 1.5 ％に達するときの荷重とする。 
4)e Pm ：実験最大耐力，5) u1/3 ：e P1/3時の局部変形，6)   dm ： e Pm 時の全体変形， 
 





























































○ e P1/3 ○ e P1/3 
○ e P1/3 ○ e P1/3 


























































J Pap J Pu 
J Py 
○ e P1/3 ○ e P1/3 
○ e P1/3 ○ e P1/3 


























































J Pap J Pu 
J Py 
○ e P1/3 ○ e P1/3 
○ e P1/3 ○ e P1/3 
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 (3) 破壊状況 
 各試験体の最終破壊状況を写真 2.3 に示す。 
1)局部降伏先行の試験体の破壊状況 
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(a)NO.1 試験体 
    
(b)NO.2 試験体 
    
(c)NO.3 試験体 
写真 2.3  試験体の破壊状況 
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(d)NO.4 試験体 
    
(e)NO.5 試験体 
    
( f )NO.6 試験体 
写真 2.3  試験体の破壊状況 







おり，それぞれに対する耐力評価式が AISC｢ LRFD 規準｣ 2.3) に示されている。これらの耐力評
価式は Graham らの実験研究 2.4) に基づき，これに修正を施して作成されたものである。これ






図 2.5  梁フランジ接合部の局部変形 
 
2.3.2 既往の研究の崩壊機構 
 上記の AISC の２つの耐力評価式のうち，柱ウェブの局部降伏が支配的になる場合の全塑性
耐力 RW は次式で与えられる 
2.5) 。(2.3a) 式の中の( 5k + tbf ) は，実験結果に基づいて定められ
た柱ウェブの局部降伏領域の有効幅を表す。 
  )( bfc tkNRW += 5
0 ， cwcwyc tN ⋅= σ
0  (2.3a,b) 
ここに， k は柱フランジ表面から柱ウェブ側のフィレット先端までの距離，tbf は梁フランジ
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  tttBtP cwcwycwccwycfycfgn ⋅⋅+⋅⋅⋅= σσσ2 ， bfcf ttt +=  (2.4a,b) 
ここに，tcf は柱フランジ厚，Bc は柱フランジ幅， σcf y は柱フランジの降伏強さ， t は，柱フラ
ンジの板厚と梁フランジの板厚の和である。 
 (2.4a) 式は(2.3b)式を用いて次式のように表すことができる。式中の ( 2xn + t ) は図 2.5 の崩
壊機構が崩壊荷重の最小値 nPg を与える時の柱ウェブの不連続線 A - A' の長さを表す。 













(2.3a)式 と(2.5a) 式とを比較すると，(2.3a) 式中の( 5k + tbf ) が(2.5a) 式中の ( 2xn + t ) に対応し
ていることが分かる。( 5k + tbf ) および ( 2xn + t ) は，柱ウェブの局部降伏領域の幅を示すもので
あり，柱にASTM 規格のＨ形鋼を用いる場合には，おおむね同程度の値になる。 
 一方， AISC の耐力評価式のうち，柱フランジの局部曲げが支配的になる場合の全塑性耐力
である RF は次式で与えられる 
2.5) 。 
  cfycftRF σ⋅=
225.6  (2.6) 





































































， 2tan 1−=φ  (2.8a,b) 
ここに，bc およびbb は図 2.6 中に示す柱フランジおよび梁フランジの片幅，m は柱フランジ側
のフィレット先端間の距離であり，φ は柱フランジの降伏ヒンジ線 A - A' および A – B がなす
角である。 ( 2.6 ) 式は，定式化の過程で梁フランジの局部降伏の項（ ( 2.7 ) 式の第 2 項）が省
略されているため，局部耐力を過小評価する傾向にある 2.5) 。 
 
































図 2.7  柱フランジの局部曲げが支配的になる場合の崩壊機構 
 






































図 2.8  本論による複合型の崩壊機構 








tm +=′ ， r
t
tt bfcf ++=′ 2
 (2.9a,b) 
ここに， r は柱フィレットの半径である。 
 荷重点の変位 δ は柱ウェブの不連続線上の塑性流れによる荷重点の変位 δc および梁フランジ
の不連続線上の塑性流れによる荷重点の変位δ b の和として(2.10)式で与えられる。 
  bc δδδ +=  (2.10) 
この崩壊機構の変数は図中に示す x , y および z である。柱フランジの降伏ヒンジ線 A - A' およ
び A – B がなす角 φ は(2.11)式で表すことができる。 δc およびδb は， δ との相対関係が柱フラ
ンジの面外変形の形状によって決まることから（ δ : δc : δ b  = y : x : y - x )， (2.12a) 式および 
 (2.12b) 式で表すことができる。また，柱フランジの降伏ヒンジ線 A - A' および A – B に生じ












=  (2.12a,b) 
  
x







c=  (2.13a,b,c) 
 
 (2) 崩壊機構の変域 
 表 2.4 に図 2.8 の崩壊機構が取り得るモードと x , y および z の変域との関係を示し，図 2.9  
に各モードの仮想変位の俯瞰図を示す。 x , y および z は x ≦ y の条件下で任意の正数をとるこ
とができる。図 2.8 の崩壊機構は，x = y である場合には δ b = 0 となり，図2.9(a) の柱ウェブの
局部降伏のモード（図 2.6 の崩壊機構）となる。一方， x →0 ， x ＜ y である場合には δc →0 と 
なり，図2.9(c) の柱フランジの局部曲げのモードとなる。また，この間の 0 < x < y において，
柱ウェブの局部降伏と柱フランジの局部曲げが混在する図2.9(b)の複合型のモードとなる。ま
た，x→0 とし， y →∞， z →∞ とすることで，図2.9(d)の梁フランジ全断面降伏のモードとな
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表 2.4  図 2.8 の崩壊機構が取り得るモードと x , y および z の変域 
モード x y z 
(a)柱ウェブの局部降伏 0 < x = y （不定） 
(b)複合型((a)＋(c)) 0 < x < y 
0 < z ≦ bb 
(c)柱フランジの局部曲げ x → 0 x < y 














図 2.9  表 2.4 の各モードの仮想変位の俯瞰図 
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 (3) 崩壊荷重 
 降伏条件には Tresca の降伏条件を用いる。柱フランジの降伏ヒンジ線の単位長さあたりの降
伏モーメント M 0 および梁フランジの不連続線の単位長さあたりの降伏軸力 Nb0 は，それぞれ







M σ= ， bfbfyb tN ⋅=σ
















θ )()( xtbmbMW cccf  (2.15) 
  cccw txNW δ)( ′+=














0 )(  (2.17) 
ここに， ζ は 0 < z ≦ bb の場合 1 ， z > bb の場合 -1 である。  
 仮想仕事の原理より崩壊荷重 P は(2.18)式で与えられる。  
  ff bcwc WWWP ++=⋅δ  (2.18) 
(2.9a)式～(2.18)式より(2.19)式を得る。(2.19)式の未知数は， x , y および  z である。崩壊




































































 (4) 近似解 
 崩壊荷重の最小値 J Pp の閉解は得られず，解の算出に数値計算を要する。しかし，個々の接 
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合部に対してこれを行うのは実用的でないため近似解 J Pap を誘導する。梁フランジの不連続線
上では荷重の正方向にのみ塑性流れが起こるものとする。すなわち z = bb として，(2.19)式の
最小解を求める。 z を固定するため，近似対象は表 2.3 の(a),(b)および(c) のモードとなる。  
 (2.19)式に z = bb を代入して(2.20a)式および(2.20b) 式を連立して解くことで x および y の
定数解である xa および ya を得る。(2.11)式および(2.19)式に定数解 xa ， ya および z = bb を再度
代入して整理することで J Pap を(2.21)式として得る。  
  aacapJ MtxNP φtan42
00 +′+= )(  (2.21) 
ここに， xa は(2.22a)式および(2.22b)式，tanφaは(2.23)式による定数であり，また，(2.22a)
式中の κ  は(2.24)式， λ は(2.25)式による定数である。なお，(2.22b) 式は崩壊機構の形状に













































































































































c )(κλ  (2.25) 
 
 (5) 計算例 
 図 2.10 に崩壊荷重の最小値 J Pp および近似解 JPap の計算例を比較して示す。計算例は，Ｈ形
断面柱を H-400×400×20×20 ，梁フランジ幅を300mmとし，梁フランジ厚を 8 ～32mm に変
化させたものであり，柱フランジ，柱ウェブおよび梁フランジの降伏強さは同一としている。 
図 2.10(a)は J Pp および JPap と梁フランジ厚との関係を，図 2.10(b)～(d) は崩壊機構の形状に
関わる変数 x , y , z および φ の変動状況をそれぞれ表す。図 2.10(a)および(b) の縦軸は(2.5a)
式および(2.5b)式による崩壊荷重 n Pg および xn によって無次元化している。 
  J Pp および JPap は，図中の一点鎖線の右側の領域では n Pg に一致し，二点鎖線の左側の領域
では梁フランジの全断面降伏荷重 B Pp に一致しており，この間では複合型のモードで耐力が決 




の全断面降伏に直接モードが移行している。 x = y となる点で柱ウェブの局部降伏のモードと
複合型のモードの耐力が一致し，また， z = bb となる点で複合型のモードが梁フランジの全断
面降伏荷重と一致しており，梁フランジ厚の変化に対して荷重の不連続は生じてない。 J Pp お
よび JPap の差は梁フランジ接合部の局部降伏が梁フランジの全断面降伏に先行する範囲におい


























































        (c) z および za の比較          (d) tanφ および tanφa の比較 
図 2.10 J Pp および JPap の計算例 
 




 崩壊荷重 J Pp は上界定理に基づくものであり，実際の局部耐力を高めに評価することが予測
される。このことから，非線形有限要素解析を行い J Pp を検証するとともに， J Pp と降伏耐力
および終局耐力との対応関係を調査する。 
2.4.1 解析方法 
 表 2.5 に解析ケース一覧を示す。図 2.11 に示す梁フランジ接合部の単純模型について解析を




1)柱ウェブと柱フランジの板厚比      ：0.5 ≦ tcw / tcf ≦1.5 
2)梁フランジと柱フランジの板厚比     ：0.5 ≦ tbf  / tcf ≦1.5 
3)梁幅と柱幅の比             ：0.25≦ Bb / Bc ≦1.0 
4)柱フランジの幅厚比           ：   5≦ Bc / tcf ≦10 
5)柱フィレットの半径           ：r = 0 mm，22 mm 
 





















Case2 15 1.66 1.63 
Case3 
20 
100 1.00 0.48 
Case4 200 1.03 1.03 
Case5 
300 
10 1.01 1.01 
Case6 15 1.27 1.26 
Case7 20 1.50 1.46 
Case8 25 1.72 1.68 




Case11 25 300 1.41 1.38 
Case12 30 300 1.34 1.32 
Case13 25 25 
300 
25 1.33 1.32 
Case14 30 30 30 1.20 1.20 
Case15 35 35 35 1.10 1.09 
Case16 40 40 40 1.01 1.01 
  ※1 完全弾塑性型の解析で柱フィレットの有無を比較する。 








図 2.11 梁フランジ接合部の単純模型 
 
 図 2.12 に解析に用いる応力－歪関係を示す。図 2.12 (a)に示す完全弾塑性型および図 2.12(b)
に示す歪硬化型の応力－歪関係を用いて 2 種類の弾塑性解析（以下，完全弾塑性型および歪硬
化型という）を行う。完全弾塑性型は幾何学的非線形性を考慮せずに解析を行い J Pp と解析結
果の全塑性荷重との比較を行う。歪硬化型は幾何学的非線形性を考慮して解析を行い J Pp と解
析結果の降伏荷重および終局荷重との対応関係を調べる。鋼材の降伏強さおよび引張強さは， 
 490 N/mm2 級の構造用鋼材の平均的な数値（ 354 N/mm2 および 529 N/mm2 ）とする 2.7) 。また




























          (a)完全弾塑性型                (b)歪硬化型 
図 2.12 応力－歪関係 




 表 2.6 に解析結果一覧を，図 2.13 に歪硬化型の解析結果の局部変形の例をそれぞれ示す。本
解析では，図 2.13 中に○印で示す梁フランジ接合部の入隅の荷重方向変位 δ を局部変形の指標
とし，完全弾塑性型の解析結果の最大荷重を全塑性耐力 APp ，歪硬化型の解析結果の荷重－局
部変形関係において接線剛性が弾性剛性の 1/3 に低下する時点の荷重を降伏荷重 APy ，局部変





















Case1 1213 1095 1.11 742 0.64 1351 1.17 
Case2 1469 1296 1.13 951 0.67 1613 1.13 
(Case3) (708) (708) (1.00) (698) (0.99) (－) (－) 
(Case4) (1416) 1379 (1.03) 1000 0.71 1735 1.23 
(Case5) (1062) 1036 (1.03) 685 0.64 1223 1.15 
Case6 1413 1290 1.09 918 0.67 1529 1.11 
Case7 1610 1424 1.13 1063 0.68 1759 1.12 
Case8 1716 1494 1.15 1145 0.67 1935 1.13 
Case9 1771 1541 1.15 1187 0.66 2047 1.13 
Case10 1617 1429 1.13 1090 0.66 1819 1.09 
Case11 1664 1488 1.12 1113 0.67 1838 1.11 
Case12 1698 1529 1.11 1137 0.67 1893 1.11 
Case13 2260 2061 1.10 1515 0.69 2379 1.09 
Case14 2931 2756 1.06 2012 0.70 3123 1.08 
Case15 3604 3456 1.04 2544 0.69 3952 1.08 
(Case16) (4248) 4153 (1.02) 3099 0.73 4786 1.13 
   ※()は梁フランジの全断面降伏によって耐力が決定したものを表す。 
 





   
図 2.13 歪硬化型の解析結果の局部変形（Case7） 
2.4.3 崩壊荷重の検証 
 (1) 完全弾塑性型のＦＥＭ解析との比較 
 図 2.14 に完全弾塑性型の解析結果の荷重－局部変形関係を示す。図の縦軸は J Pp ，横軸は柱
フランジ幅 Bc によってそれぞれ無次元化している。図中の実線は局部降伏によって APp が決
定した解析ケースを，点線は梁フランジの全断面降伏によって APp が決定した解析ケースをそ
れぞれ表す。 J Pp は APp の良い指標となっており，各解析ケースの無次元化荷重－局部変形関
係はおおむね一致している。表 2.5 に示すように， APp は柱フィレットによって10％程度上昇
する。 J Pp は(7b)式によって柱フランジと梁フランジの接合部に剛域を仮定しその影響を考慮
している。 
 表 2.6 中に示すように， APp と J Pp の比は，局部降伏によって APp が決定した各解析ケース
について，柱フィレットなしの各解析ケースが平均値：1.02，標準偏差：0.03（0.97～1.09）
であり，柱フィレットありの各解析ケースが平均値：1.01，標準偏差：0.02（0.97～1.05）で
ある。 J Pp は，柱フィレットの有無によらず解析結果の全塑性耐力を精度よく再現している。 
 
 (2) 歪硬化性型のＦＥＭ解析との比較 
 図 2.15 に歪硬化型の解析結果の荷重－局部変形関係を示す。図の縦軸は崩壊荷重 J Pp ，横軸
は柱フランジ幅 Bc によってそれぞれ無次元化している。図中の○印は，解析結果の降伏荷重 
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は概ね一致している。表 2.6 中に示すように， APy と J Pp の比は，局部降伏によって APp が決
定した各解析ケースについて，平均値：0.68，標準偏差：0.02（0.64～0.73）である。 APu と 
 J Pp の比は，局部降伏によって APp が決定した各解析ケースについて，平均値：1.12，標準偏























          (a)柱フィレットなし           (b)柱フィレット有り 
























          (a)δ / Bc ≦10(%)              (b)δ /Bc ≦ 2 (%) 
図 2.15 荷重－局部変形関係（歪硬化型，Case3を除く） 
○ A Py ○ A Py 




 表 2.7 に単純模型実験の実験降伏耐力および最大耐力と崩壊荷重との比較を示す。各試験体
の実験降伏耐力と崩壊荷重の計算値との比 e P1/3/J Pap は，平均値：0.66，標準偏差：0.06（0.58
～0.70）である。実験最大耐力と崩壊荷重の計算値との比 e Pu/J Pap は，接合部の局部破壊によ
って最大耐力が決定した試験体について，平均値：1.15，標準偏差：0.03（1.13～1.18）であ
る。 J Pap は，前節の歪硬化型のＦＥＭ解析の結果とほぼ同じの評価を実験値に与えている。 
表 2.7  降伏耐力および最大耐力の実験値と崩壊荷重の計算値の比較 
接合部形式 試験体 

























NO.2 475 1147 712 0.67 1.14 
NO.3 483 1176 745 0.65 1.13 
NO.4 501 1093 830 0.60 － 
NO.5 488 1003 766 0.58 － 
NO.6 379 714 551 0.69 － 
  1) e P1/3 ：実験降伏耐力， P-u 関係の接線剛性が e Ku の 1/3 になる時の荷重とする。 
  2)e P u ：実験終局耐力耐力， u が柱せいの 1.5 ％に達するときの荷重とする。 
  3)J Pap ：(2.21)式による崩壊荷重の近似解 
 




 以上の検討から，ノンスチフナ形式のフランジ接合部の降伏耐力の評価式として， J Pap を用
いた次式を提案する。 
  paJyJ PP 65.0=  (2.26) 
 また，ノンスチフナ形式のフランジ接合部の終局耐力の評価式として， J Pap を用いた次式を
提案する。 
  paJuJ PP 1.1=  (2.27) 
ここに， J Pap は，(2.21)式によるノンスチフナ形式の梁フランジ接合部の崩壊荷重である。 
 表 2.8 および図 2.16 に実験降伏耐力および終局耐力と降伏耐力および終局耐力の計算値との
比較を示す。図の縦軸は実験値を，横軸は計算値をそれぞれ表す。図中には，前節の歪硬化型
のＦＥＭ解析の結果をあわせて示している，降伏耐力の実験値と計算値との比 e P1/3/J Py は，平
均値：1.00，標準偏差：0.07（0.90～1.07）である。いずれの試験体も実験値と計算値はよい




































NO.2 475 812 463 783 1.03 1.04 
NO.3 483 839 484 819 1.00 1.02 
NO.4 501 － 540 913 0.93 － 
NO.5 448 － 498 843 0.90 － 
NO.6 379 － 358 606 1.06 － 
  1) e P1/3：実験降伏耐力， P-u 関係の接線剛性が e Ku の 1/3 になる時の荷重とする。 
  2)e P u ：実験終局耐力耐力， u が柱せいの 1.5 ％に達するときの荷重とする。 
  3)J Py ：(2.26)式による梁フランジ接合部の降伏耐力 
  4)J Py ：(2.27)式による梁フランジ接合部の終局耐力 
 





























































tttK +=  (2.28) 
ここに， j K f ：梁フランジ接合部の局部剛性，tcf ：柱フランジの板厚，tcw ：柱ウェブの板厚， 
tbf ：梁フランジの板厚， Hc ：柱せい， E ：ヤング係数（ 205000N/mm ）である。 
 表 2.9 および図 2.18 に各試験体の局部剛性の実験値と各試験体について計算した j K f との比
較を示す。各試験体の局部剛性の実験値は，柱フランジ，柱ウェブおよび梁フランジの板厚に
応じて変化しているが， j K f によってその傾向を捉えることができている。実験値と計算値の
比 e K u /j K f は，平均値が1.29，標準偏差が0.18（1.08～1.54）である。 j K f は，フランジとウ













図 2.17 梁フランジ接合部の局部剛性の板バネモデル 


























NO.1 BH-250×250× 9×14 
PL-12×200 





NO.2 BH-250×250×14×14 1662 1492 1.11 
NO.3 BH-250×250×19×14 2194 2025 1.08 
NO.4 BH-250×250× 9×19 PL-14×137 1881 1218 1.54 
NO.5 BH-250×250×14×14 PL-14×125 2038 1607 1.27 
NO.6 BH-250×250×19× 9 PL-14× 90 2391 1792 1.33 
  1) e K u ：局部剛性の実験値， 





















j K f (kN/mm)
(括弧内は柱ウェブ厚を表す)
 
図 2.18 梁フランジ接合部の局部剛性の実験値と計算値の比較 
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第 3 章 接合部パネルのせん断耐力 
3.1 はじめに 



























図 3.1  研究対象：接合部パネル 























 (1) 試験体 
 表 3.1 に試験体一覧を示し，図 3.2 に各試験体の形状および寸法を示す。試験体は，Ｈ形断
面柱とＨ形断面梁からなる十字形部分架構であり，計 5 体について水平荷重実験を行う。 
  NO.1～NO.3 は，柱に溶接組立てＨ形断面を用いた試験体である。各試験体は，柱および梁
の断面寸法を同一とし，接合部形式（ノンスチフナ形式，水平スチフナ形式）および接合部パ







耐力との比率が 0.3 程度となるように設計されている。 







ことが知られており 3.8) ，いずれの試験体も柱軸力は導入していない。 
 
表 3.1  試験体一覧 















  ※溶接組立Ｈ形断面柱はウェブとフランジを完全溶込み溶接する。 




































































(c)NO.3 試験体  
図 3.2.1  NO.1～3 試験体（梁スパン：4000mm，柱支点間距離：2000mm） 









































(d)NO.4 試験体 (e)NO.5 試験体 
  
図 3.2.2  NO.4,5 試験体（梁スパン：7000mm，柱支点間距離：4000mm） 
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 (2) 素材の機械的性質 
 表 3.2 に使用鋼材の機械的性質を示す。試験体製作に用いた鋼板から JIS 5 号試験片を，ま
た， NO.4 および NO.5 の柱に用いた極厚Ｈ形鋼のフランジおよびウェブから JIS 1A 号試験片
を，それぞれ， 2 本ずつ採取して引張試験を行い，各試験結果の平均値を素材の機械的性質と
している。 
表 3.2  使用鋼材の機械的性質 

















6.15 399 568 70 34 




PL-16 16.0 371 536 69 47 






59.4 357 510 70 34 
フランジ 50.6 385 503 77 37 
  1)建築構造用490N/mm2級極厚Ｈ形鋼 H-458×447×60×50 
  2)下降伏点とする。 
 
 (3) 試験体製作 
 各試験体の梁端接合部は，工場溶接形式とし，ノンスカラップ工法 3.11) を採用している。ノ
ンスチフナ形式の試験体は，これ以外に柱梁接合部の鉄骨製作はない。水平スチフナ形式の試
験体の柱梁接合部の鉄骨製作は，鉄骨加工工場で通常採用されるディテールを再現しており，











 なお， NO.4 および NO.5 の柱に用いた極厚Ｈ形鋼は，大入熱溶接用の鋼材であり，専用の
溶接ワイヤを用いることで溶接入熱の上限を 60 kJ/cm ，パス間温度の上限を 500 ℃まで緩和し
て（通常は490N 級鋼に対し，溶接ワイヤに YGW18 を用いる場合で溶接入熱 40 kJ/cm 以下，
パス間温度 350 ℃以下）溶接施工を行っている。 
 






















図 3.3  水平スチフナの溶接施工 
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 (4) 載荷および計測方法 
 図 3.4 および図 3.5 に載荷および計測方法をそれぞれ示し，実験状況を写真 3.1 に示す。実
験は，試験体の上下の柱端部をピン・ローラー支持し，梁端に緊結した油圧ジャッキによって
逆対称荷重 P を与える形式で行い，試験体の各部に生じる変位を図中に示す変位計によって計
測する。本研究では，荷重および変形の指標として，層モーメントM ，層間変形角 θ ，接合部
パネルのせん断変形角 γ および γ によって生じる層間変形角 pθ をそれぞれ次式で定義する。 
















=γ ， ( )ldhehd cbp ///1 −−−= γθ  (3.3),(3.4) 
ここに，db ：梁フランジの板厚中心間距離，dc ：柱フランジの板厚中心間距離， h ：柱の支点
間距離， l ：梁スパン（載荷点間距離）， e ：梁段差である。 
 
図 3.4  載荷方法 
 
  l   
  h   
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 載荷は， θ を制御変位として，漸増交番繰返し載荷を行う。載荷パターンは， 2/100rad およ
























図 3.5  計測方法 
 
 
写真 3.1  実験状況 




 表 3.3 に実験結果一覧を示し，図 3.6 および図 3.7 に各試験体の層モーメント－層間変形角
関係（ M - θ 関係）および層モーメント－パネル層間変形角関係（ M -pθ 関係）をそれぞれ示
し，各試験体の最終破壊状況を写真 3.2 に示す。表中の e K f および e K p は， M - θ 関係および 
 M -pθ 関係の初期剛性をそれぞれ表し，e M1/3 は， M -pθ 関係の接線剛性が初期剛性の 1/3 に
なる時の荷重を， e M0.35 は，接合部パネルの0.35％オフセット耐力 
3.8) を， e Mu は，パネルモ
ーメント－パネルせん断変形角関係の骨格曲線が γ = 3 ％に達する時の荷重をそれぞれ表す。
ここに，e M1/3 ， e M0.35 および e Mu は，接合部パネルの降伏せん断耐力，全塑性せん断耐力およ
び終局せん断耐力に相当する荷重指標をそれぞれ定義したものである。また，各図中には，接
合部パネルの全塑性せん断耐力 Mpp ，梁の全塑性曲げ耐力 Mbp ，柱の全塑性曲げ耐力 Mcp およ
び骨組の弾性剛性計算値 c K f および梁端接合部の局部変形を考慮した接合部パネルの弾性剛性
計算値 c K p をそれぞれ示している。 
 いずれの試験体も，大変形に至るまで安定した荷重－変形関係曲線が得られている。各試験
体は，接合部パネルが降伏して荷重－変形関係の剛性が低下した後， NO.4 および NO.5 は，
梁も全塑性耐力に達している。 
 






剛性(kNm/rad) 荷重(kNm) 変形(rad) 




NO.1 39000 126000 259 269 403 0.77 0.11 0.74 
ノンスチフナ 
NO.2 39000 99000 240 279 368 0.79 0.11 0.81 




NO.4 396000 1614000 3168 4076 5615 1.21 0.16 0.64 
ノンスチフナ NO.5 395000 1277000 3792 4171 5481 1.36 0.18 0.84 
  1)層モーメント－層間変形角関係の初期剛性，NO.1は 1 サイクル目の除荷勾配※。 
  2)層モーメント－パネル層間変形角関係の初期剛性，NO.1は 1 サイクル目の除荷勾配*)。 
  3)実験降伏耐力，4)接合部パネルの0.35％オフセット耐力 
  5)実験終局耐力（層モーメント表示） 
  6)骨組の累積塑性層間変形角，7)M-θ 関係の骨格曲線の最大変形角 
  8)接合部パネルの累積塑性せん断変形角 
  ※計測装置トラブルで載荷初期の変位が計測されていない。 




 (1) 水平スチフナの影響 












 (2) 梁段違いの影響 




部パネルの全塑性せん断耐力が梁の全塑性曲げ耐力の 1/2 程度となるように設計されている。 
いずれの試験体も，安定した荷重－変形関係曲線が得られている。 2 つの試験体の M - θ 関係
の弾性剛性は，ほぼ一致しており，接合部パネルが降伏するまでの荷重－変形関係に差は見ら
れない。パネル降伏後の荷重－変形関係には，梁段差の有無によって若干の差が生じており，






 (3) 水平スチフナの影響（極厚Ｈ形鋼） 
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に， NO.4 は層間変形角± 1/10rad の振幅での繰返し載荷の 2 周目， NO.5 は，同じ振幅での
繰返し載荷の 3 周目で，それぞれ，梁フランジ溶接部の延性的な破断が起こり，実験最大耐力 






























図 3.6  層モーメント－層間変形角関係（ M - θ 関係） 
 c K f  
○ e M1/3 
▽ e Mu 


































図 3.6  層モーメント－層間変形角関係（ M - θ 関係） 
 c K f  
NO.1 
NO.2 
 c K f  
○ e M1/3 
▽ e Mu 
○ e M1/3 
▽ e Mu 










































図 3.6  層モーメント－層間変形角関係（ M - θ 関係） 
 c K f  
NO.4 
 c K f  
○ e M1/3 
▽ e Mu 
○ e M1/3 
▽ e Mu 






























図 3.7  層モーメント－パネル層間変形角関係（ M - θ p 関係） 
 
 c K p  
 c K p  
NO.1 
○ e M1/3 
○ e M1/3 
































図 3.7  層モーメント－パネル層間変形角関係（ M - θ p 関係） 
 
 c K p  
 c K p  
NO.2 ○ e M1/3 


















図 3.7  層モーメント－パネル層間変形角関係（ M - θ p 関係） 
 c K p  
NO.4 
○ e M1/3 









写真 3.2  試験体の最終破壊状況 








写真 3.2  試験体の最終破壊状況 




 図 3.8 に接合部形式（水平スチフナ形式，ノンスチフナ形式）のみを変化させた試験体のパ
ネルせん断力－せん断変形角関係（Q-γ 関係）の骨格曲線の比較を例示する。前述のように，
接合部パネルの弾性挙動に水平スチフナの有無がおよぼす影響は小さく，全塑性耐力に達する

















γ /γ p 
図 3.8  パネルせん断力－せん断変形角関係 
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 (1) 降伏耐力 
 接合部パネルの各部に作用するせん断力は，柱および梁端部に作用する曲げモーメントおよ
びせん断力より，(3.5)および(3.6)式によって算定することができる。 














































+−=  (3.6a,b,c) 




よって評価する 3.8) 。この式は，(3.6a) 式の両辺に梁せいの低い側の梁フランジの板厚中心間












MM +−+=  (3.7) 
 接合部パネルの降伏耐力 M py は，次式によって評価する 
3.8) 。この式は，柱梁接合部に作
用する軸力の影響がミーゼスの降伏条件の 21 pn−  を乗ずることで，パネルのせん断応力度分


















=κ  (3.8a,b,c) 









































1.0 1.2 1.4 1.6 1.8 2.0
dc / Bc






図3.10 パネルのせん断応力分布 図3.11 Ｈ形鋼の形状と κ の関係 
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 (2) 全塑性耐力 
 接合部パネルの全塑性耐力 M pp は，次式によって評価する 
3.8) 。梁段違い形式接合部パネル








⋅⋅=  (3.9) 
梁段違い形式： ( ) ybf
ycw






























⋅⋅= τ  (3.11) 
 図3.12に梁の段違いの有無のみを変化させた試験体のパネルせん断力－せん断変形角関係の
骨格曲線（Q-γ 関係）を上記の Qp で無次元化して示す。(3.11)式は，e = 0 とした場合には























γ /γ p 
  (a)γ /γ p≦30   (b)γ /γ p≦10 
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 (3) 実験値と計算値の比較 






































NO.2 240 279 277 296 0.86 0.94 
NO.3 273 326 277 369 0.99 0.88 
スチフナ NO.4 3168 4076 3679 3957 0.86 1.03 
ノンスチフナ NO.5 3792 4171 3679 3957 1.03 1.05 
  1)実験降伏耐力（層モーメント表示） 
  2)パネルの0.35％オフセット耐力（層モーメント表示） 
  3)(3.8)式による接合部パネルの降伏耐力の計算値（層モーメント表示） 
  4)(3.9)式および(3.10)式による接合部パネルの全塑性耐力の計算値（層モーメント表示） 
 




 第 2 章で提案した梁フランジ接合部の局部剛性（(2.31)式）を用いて，ノンスチフナ形式の
梁端接合部の回転剛性 j Kθ を次式によって評価する。(3.12)式中の φ は，次項に示すＦＥＭ解
析結果をもとに定めた調整係数であり，水平荷重時には， 
  







tttK +=  (2.31)再掲 
 j Kf ：梁フランジ接合部の局部剛性 
 Hb ：梁せい， tb ：梁フランジの板厚 
 φ ：柱梁接合部の形状とモーメント状態に関する係数で，柱梁接合部の左右の梁端接合 
   部に対称モーメントが作用する場合は 1 ，逆対称モーメントが作用する場合は 2 と 
   する。 
 Hc ：柱せい， tf ：柱フランジの板厚， tw ：柱ウェブの板厚 















図 3.13 ノンスチフナ形式の梁端接合部の回転剛性 
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図 3.14 十字骨組のFEM解析結果の弾性剛性と計算値の比較（鉛直荷重） 
  
       (a)鉛直荷重時                 (b)水平荷重時 





図 3.16 十字骨組の鉛直荷重と水平荷重時のFEM解析結果 
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 表 3.5 に，各試験体の弾性剛性の実験値と計算値の比較を示す。表中の e Kf および e Kp は，
層モーメント－層間変形角関係および層モーメント－パネル層間変形角関係の実験弾性剛性を
表す。ノンスチフナ形式の試験体の全体変形の計算値に梁フランジ接合部の局部変形の計算値
が占める割合は，NO.2が10％程度， NO.5 が 4 ％であり，実験結果においても，水平スチフナ
の有無を実験変数としたNO.1およびNO.3，NO.4およびNO.5 の骨組全体の実験剛性に大きな差
はみられない。 M - θ 関係の実験剛性と計算剛性の比は，0.94～1.10（平均値1.01，標準偏差
0.04）であり，接合部形式によらず，計算剛性は実験値を精度よく評価できている。 
 なお， M-pθ 関係の実験剛性と計算剛性の比は，0.66～0.93（平均値0.79，標準偏差0.10）





表 3.5  弾性剛性の実験値と計算値の比較（M－θ 関係，単位 kNm/rad） 
試験体 














NO.2 39000 99000 36000 106000 1.10 
NO.3 39000 128000 40000 139000 0.98 
NO.4 396000 1614000 391000 1930000 1.01 
NO.5 396000 1277000 374000 1570000 1.06 
    1)層モーメント－層間変形角関係の初期剛性 
    2)層モーメント－パネル層間変形角関係の初期剛性 
    3)柱梁接合部の剛性の計算値で接合部パネルと梁端接合部の剛性より求める。 
    4)骨組の全体剛性の計算値 
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3.7 復元力特性のモデル化 
 文献 3.1) では，パネル枠組のせん断抵抗機構をモデル化し， γ が 0.03rad に達する時の接合






6.31+=  （3.20) 
ここに， Qu は，接合部パネルの終局せん断耐力， Qp は，接合部パネルの全塑性せん断耐力


























=  （3.20) 
ここに， F Ｍbp および F Ｍcp は，それぞれ，梁フランジおよび柱フランジの全塑性モーメント
を表し，Σは全フランジの総和をとることを意味している。 bBf , btf, bσfy は，それぞれ，梁フ
ランジの幅，板厚および降伏点応力を表し， cBf , ctf, cσfy は，それぞれ，柱フランジの幅，板
厚および降伏点応力を表す。 






(a)NO.1                 (b)NO.2 
写真 3.3  接合部パネルの残留変形 
























    
(a)水平スチフナ形式    (b)ノンスチフナ形式 
図 3.17 パネル枠組のヒンジモデル 
 




























NO.2 240 279 277 296 0.86 0.94 
NO.3 273 326 277 369 0.99 0.88 
スチフナ NO.4 3168 4076 3679 3957 0.86 1.03 
ノンスチフナ NO.5 3792 4171 3679 3957 1.03 1.05 
  1)実験降伏耐力（層モーメント表示） 
  2)パネルの0.35％オフセット耐力（層モーメント表示） 
  3)(3.8)式による接合部パネルの降伏耐力の計算値（層モーメント表示） 
  4)(3.9)式および(3.10)式による接合部パネルの全塑性耐力の計算値（層モーメント表示） 


























γ /γ p 
(a)NO.1，NO.2 一般ＢＨ (b)NO.4，NO.5 極厚Ｈ柱 
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第 4 章 スチフナのすみ肉溶接継目 
4.1 はじめに 

























 (1) 試験体 
 表 4.1 に試験体一覧を示し，図 4.1 に各試験体の形状および寸法を示す。試験体は，Ｈ形断
面柱の内法部分の片側に水平スチフナを溶接した柱弱軸方向用の水平スチフナの接合部の部分
模型であり，計 5 体について実験を行う。 
  NO.1～NO.4 は，柱に溶接組立てＨ形断面を用いた試験体であり，柱フランジおよび水平ス





表 4.1  試験体一覧 














NO.3 BH-250×250×14×14 bw=101 
NO.4 BH-250×250×19×14 bw= 99 
NO.5 実 大 H-502×475×25×25 PL-40 S=11 bw=204 
1)溶接組立Ｈ形断面は，ウェブとフランジを完全溶込み溶接する。 





図 4.1.1  NO.1 形状および寸法 
 
図 4.1.2  NO.2 形状および寸法 
 























図 4.1.4  NO.4 形状および寸法 
 











 (2) 素材の機械的性質 
 表 4.2 に，使用鋼材および水平スチフナのすみ肉溶接の溶接金属の機械的性質を示す。試験





表 4.2  使用鋼材および溶着金属の機械的性質 
















9.0 405 593 68 36 
PL-12 12.0 361 535 67 41 
PL-14 14.0 403 566 71 41 
PL-19 19.0 371 549 67 46 
実 大 
試験体 




24.7 411 553 74 49 
フランジ 24.5 407 559 73 49 




YFW-C50DR 72) 525 683 77 18 








 (3) 載荷および計測方法 
 図 4.2 および図 4.3 に実験方法を示す。実験は，水平スチフナの直近で柱フランジを支持し
て水平スチフナにに引張荷重 P を与える形式で行う。縮尺試験体は，載荷点（水平スチフナ接
合部の裏側）のウェブと支持点の柱フランジの相対変位を図中に示す変位計 d 1 ～ d 5 によって
























ここに， E  : ヤング係数（ 205000N/mm）， b A f  : スチフナの余長部の断面積，Lb  : 計測点間
の梁フランジの長さである。なお，  b A f および Lbには，試験体の実測値を用いる。 
d4(d5)d2(d3)



















 (1) 実験結果一覧および荷重－変形関係 
 表 4.3 に実験結果一覧を示し，図 4.4 に各試験体の荷重－局部変形関係を示す。表中の e K u
は，荷重－局部変形関係の初期剛性を，e P1/3 は，荷重－局部変形関係の接線剛性が初期剛性の 
 1/3 になる時の荷重を， e Pm は，実験最大耐力をそれぞれ表す。ここに，e P1/3 は，水平スチフ
ナの溶接部の降伏耐力の指標として定義したものである。また，各図中には，接合部の崩壊荷






表 4.3  実験結果一覧 
試験体 縮 尺 
剛性 耐力 変形 
破 壊 























2132 991 1350 1.36 0.61 2.8 4.6  
隅 肉 
溶 接 
NO.11 2073 861 1160 1.35 0.51 1.7 3.4  
NO.12 2220 981 1376 1.40 0.56 2.1 3.9  
NO.13 2728 1163 1550 1.33 0.57 1.7 3.0  
NO.14 実 大 4414 3316 4116 1.24 0.94 2.4 2.6  
1)e Ku : 荷重－局部変形関係の初期剛性 
2)e P1/3 : 実験降伏耐力 
3)e Pm : 実験最大耐力， 
4)u1/3 : e P1/3時の局部変形 


















































































 (3) 破壊状況 





   
(a)NO.1                (b)NO.2 
   
(c)NO.3                (d)NO.4 
 
(e)NO.5 
写真 4.1  試験体の破壊状況（ x は崩壊機構の変数を表す） 
 x=28mm  
 x=35mm  
 x=62mm  
 x=90mm  





 Ｈ形断面柱と水平スチフナとの接合部に，図 4.5 に示す崩壊機構を仮定し，崩壊荷重 wPp を
得る。この崩壊機構は，試験体の最終破壊状況を模したものであり，柱ウェブの面外変形をと
もなって，側面すみ肉溶接継目および前面すみ肉溶接継目の一部に不連続線が生じると仮定し






































xaP  (4.3) 
ここに， a ：水平スチフナの隅肉溶接部の有効のど厚でサイズの 0.7 倍とする。 cσ y ：柱の降















図 4.5  柱弱軸方向の梁フランジ接合部に仮定した崩壊機構 
 
 表 4.4 に降伏耐力および最大耐力の実験値と崩壊荷重の計算値の比較を示す。表中の wPu は 













表 4.4  降伏耐力および最大耐力の実験値と崩壊荷重の計算値の比較 
試験体 




































NO.2 33 2.2 861 1160 802 1096 1.07 1.06 
NO.3 61 1.5 981 1376 1052 1427 0.93 0.96 
NO.4 90 1.1 1163 1550 1277 1775 0.91 0.87 
NO.5 126 1.5 3316 4116 3236 4378 1.02 0.94 
1)eP1/3 ：実験降伏耐力，P-u 関係の接線剛性が eKu の 1/3 になる時の荷重とする。 
2)ePm ：実験最大耐力 
3)wPp ：崩壊荷重，水平スチフナの隅肉溶接部の降伏応力は，素材試験結果の水平スチフ 
    ナの母材と溶着金属の降伏応力の平均値とする。 







荷重 wPp および最大荷重 wPu の計算値を下回ることから， wPp の構成要素のうち面内抵抗要素
である水平スチフナのすみ肉溶接部の耐力のみを用いて降伏耐力および最大耐力を算定する。
すなわち，降伏耐力 Ry は， (4. 4 ) 式により，最大耐力 Ru は， (4. 4 ) 式の降伏応力を引張強





































ここに， x は， wPp に最小値を与える正数とする。 
 






表 4.5  降伏耐力および最大耐力の実験値と計算値の比較 
試 験 体 






































NO.2 861 1160 577 767 1.49  1.51  
NO.3 981 1376 669 889 1.47  1.55  
NO.4 1163 1550 759 1008 1.53  1.54  
NO.5 実大 3316 4116 2057 2791 1.61  1.47  
1)e P1/3 ：実験降伏耐力， P - u関係の接線剛性が e K u の 1/3 になる時の荷重とする。 
2) e Pm ：実験最大耐力 
3)Ry ： (4. 4 ) 式による降伏耐力，水平スチフナの隅肉溶接部の降伏応力は，素材試験 
   結果の水平スチフナの母材と溶着金属の降伏応力の平均値とする。 











・降伏耐力の実験値と (3. 4 ) 式による計算値の比は1.40～1.61（平均値1.50，標準偏差0.08）
であり，実験値は計算値によって安全側に評価することができる。 




第 4 章の参考文献 






第 5 章 結論 






 第 2 章では，ノンスチフナ形式の梁フランジ接合部を研究対象とした。 2.2 節では，単純模
型実験によって梁フランジ接合部の局所的な弾塑性挙動を調査しており， 2.3 節では，単純模
型実験で確認された試験体の破壊状況を基に，梁フランジ接合部に複合型の新しい崩壊機構を


















 第 3 章は，ノンスチフナ形式の接合部パネルを研究対象とした。 3.2 節では，部分架構実験
によって接合部パネルの弾塑性挙動を調査してており， 3.3 節では，部分架構実験の結果を基
に，ノンスチフナ形式の接合部パネルの降伏耐力および全塑性耐力が水平スチフナ形式の既往










































 (1) 試験内容 
 表 1a.1 に試験内容を，表 1a.2 に供試材の適用規格をそれぞれ示す。部分架構実験の柱に用い
た極厚Ｈ形鋼について，化学成分分析，引張試験およびシャルピー衝撃試験を行なう。 
 
表 1a.1  試験内容（母材性能試験） 
試験項目 試験方向 
490N/mm2級H-458×447×60×50 
フランジ1) ウェブ2) フィレット3) 
化学成分分析 － ●4) 
引張試験 
( n = 3 ) 
丸棒 L/C ●5) ●6) ● 
全厚 L ● ● － 
絞り Z ● ● － 
衝撃試験 
( n = 3 ) 
0℃ 
L ●5) ●6) ● 
Z ●5) ●6) ● 
1) B/4 位置，2) H/4 位置，3)フィレット中心，4)溶鋼分析， 
5)厚さ t/4, t/2, 3t/4 位置，6)厚さ t/4, t/2 位置，7) t/4 位置 
 





H×B t 1 t 2 r 
極厚Ｈ形鋼 60 458×447 60 50 22 
    ※ウェブとフランジの表示厚さの厚い方，試験片採取位置の表示厚さを表す。 
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 (2) 化学成分分析結果 
 表 1a.3 に化学成分分析結果を示す。供試材の材質は，溶接割れ感受性組成が低く抑えられて
いる。Ti 添加と N 低減によって，マグ溶接熱影響部靭性指標は 0.35 %である。 
 
表 1a.3  化学成分分析結果 
種類の記号 分 類 
規格値(%) 
C Si Mn P S Ceq1) PCM2) 
T-CRS325B 
規格値 ≦0.20 ≦0.55 ≦1.60 ≦0.03 ≦0.015 ≦0.40 ≦0.26 




 (3) 引張試験結果 
 表 1a.4 に引張試験結果を示す。全ての試験位置において圧延方向の降伏強さ，引張強さ，降
伏比，破断伸びおよび板厚方向絞り値の規格値を満足している。 
 
表 1a.4  引張試験結果 
試験片採取位置 

















t/4 385 503 76.5 38.6 
76.3 
(76.9/74.9/77.0) 
t/2 385 502 76.7 38.6 
3t/4 386 511 75.6 37.4 
全厚 387 495 78.2 34.1 
ウェブ H/4 
t/4 357 510 69.9 37.4 
72.3 
(72.9/73.0/70.9) t/2 339 507 66.9 34.2 
全厚 359 491 74.0 34.2 
フィレット － 中心 333 503 66.2 35.1 － 




 - 1a. 3 - 
 
 
 (4) シャルピー衝撃試験結果 
 表 1a.5 に衝撃試験結果を示す。圧延，板厚方向共に全ての試験位置において高いシャルピー
吸収エネルギーを示している。 
 
















t/4 307 0 192  41  
t/2 283 13 204  41  
3t/4 288 9 186  41  
ウェブ H/4 
t/4 240 31 186  48  
t/2 213 42 136  56  
フィレット － 中心 170 55 167  33  


























(a)圧延方向            (b)板厚方向 
図1a.1 シャルピー衝撃試験試験片の採取位置 
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 (5) 母材試験のまとめ 















































 (1) 試験内容 








B-CF側2) D-CF側3) B-CF側 D-CF側 
引張試験 
十字継手 ● ● 
溶接金属 ● ● ● ● 
溶接継手断面硬さ測定 ● ● ● ● 





















D-CF 11 46.5 350 
D-CW1) 11 46.4 340 
NO.2 







D-CF 8 58.8 466 





図 1a.3 試験片採取位置 
 
 - 1a. 6 - 
 
 
 (2) 十字継手引張試験 





試験体,継手 NO.1,B-CF-D NO.2,B-CF-D 
溶接部 B-CF(CO2/JIS) D-CF(CO2/JIS) B-CF(CO2/EZ) D-CF(CO2/EZ) 
入熱，パス間温度 46.1(kJ/cm),339(℃) 46.5(kJ/cm),350(℃) 64.0(kJ/cm),352(℃) 58.8(kJ/cm),466(℃) 







 (2) 溶接金属引張試験 
 表 1a.9 に溶接金属引張試験結果を示す．溶接金属部の引張強さは母材の規格値を十分に上回
る値を示している． 




















46.1 339 475 573 82.9 28.4 




64.0 352 512 714 71.7 23.6 
D-CF 58.8 466 483 679 71.1 23.6 
1)
試験片:JIS Z 3111A2号(φ6丸棒) 
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 (3) 溶接継手断面硬さ分布 















Beam Flange Column FlangeWeld Metal
HAZ
 0 10 20 30 40 50
(mm)
HAZ
DiaphragmColumn Flange Weld Metal
HAZ
 
















Beam Flange Column FlangeWeld Metal
HAZ
0 10 20 30 40 50 (mm)
HAZ
DiaphragmColumn Flange Weld Metal
HAZ
 
(1)B-CF(CO2/EZ)           (2)D-CF(CO2/EZ) 
(b)NO.2;B-CF-D 
図8十字継手断面硬さ分布 
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柱フランジ 溶金 梁ﾌﾗﾝｼﾞ/ﾀﾞｲｱﾌﾗﾑ 




FL WM FL 
HAZ 
BM 




46.1 339 192 165 236 268 111 163 259 302 270 




64.0 352 192 178 138 244 123 250 232 260 270 
D-CF 58.8 466 186 248 254 289 126 220 330 381 379 
1)
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